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２１年度
（実績）

・駐在員会議において「協働のまちづくり」の説明を実施。
・自治活動の現況について駐在員にアンケート実施。
・協働のまちづくり計画策定委員会を設置し、協働のまちづくり
計画（指針・推進計画）を作成。
・協働のまちづくり計画策定委員会にて地域活動支援補助金
の拡充案の検討。
・協働のまちづくり計画策定委員会にてまちづくり推進団体登
録制度の検討。

効
果

歳入（

歳出（

関係例規等 名称 課設置条例など 改正時期

２０年度
（実績）

・地域活動支援補助金の制度についてＰＲを行い活用を図っ
た。
・１０戸以下の集落のうち５地区について集落の現況を代表に
聞き取り調査した。

効
果

歳入（

歳出（

１９年度
（実績）

・周辺地域住民へのサービス維持、向上のため具体的に取り
組む。
・地域活動支援補助金の活用や地域担当職員の設置し、生活
に密着した地域の課題について、地域住民と共に解決するた
めの話し合いに参加した。

効
果

歳入（

歳出（

１８年度
（実績）

・周辺地域住民の不安解消策と住民サービス維持、向上を図
るため、コミュニティ活動等への地域活動支援補助金を活用し
た。
・地域担当職員の設置を検討し、9月から試行（5地区、10名）を
行った。

効
果

歳入（

歳出（

１７年度
（実績）

・地域活動支援補助金の活用や地域担当職員の設置を検討。

効
果

歳入（

歳出（

年度 実施内容・予定時期 効果額合計( 0

行
　
　
動
　
　
概
　
　
要

① 目標 　周辺町民の不安の解消策の検討

② 期待され
    る効果

・住民サービスの向上。
・重複した業務の見直しができ、地域自治への取り組みを創出できる。

③ 必要性
　　問題点

・職員がそれぞれの地域課題を理解する必要がある。
・職員の勤務時間、勤務形態へ配慮しなければならない。

④ 対象 　周辺地域住民並びに全職員

⑤ 手段

19 年 度
計画どおり 計画どおり 計画どおり － －

－ －
達 成 年 次 平 成実 績 評 価

Ａ Ａ Ａ

平 成 19 年 度
検討 → 実施 － －

経過・現状
・支所職員の減少に伴い、住民サービスの低下が懸念される。また、財政状況の悪化から地域イベントは
規模縮小し、地域に疲弊感がある。

（H17.4.1現在）

推　　　     進
スケジュール

Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１
目 標 年 次

重 点 項 目 支所のあり方の検討

取 組 項 目 周辺町民の不安の解消策の検討

基 本 方 針 組織・機構の見直し

行財政改革実施計画・行動計画票
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担 当 課 名 まちづくり推進課

実施済み


